（別記様式第３号）
	福島県営農再開支援事業実績報告書
　　　　　　　　事業実施期間　自：平成　　年　　月　　日
　　　          　　　　      至：平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　事業実施市町村：　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　事業実施地区：　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　事業実施主体：　　　　　　　　　　　　　　　　


	


１　事業目標の達成状況
　　本事業の実施により、平成○年○月までに、営農休止した面積のうち○割の営農再開が図られた。

　　（注）放れ畜対策及び放射性物質の吸収抑制対策のみ実施する計画では、記入は不要です。
　（参考）○○の営農再開実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                       単位：ha

	
	営農休止面積

（23年12月末）
	営　農　再　開　面　積（実績）

	
	
	２４年度
	２５年度
	２６年度
	２７年度
	２８年度
	29年度
	計

	      田      
	 
	
	
	
	
	
	
	

	    普通畑    
	
	
	
	
	
	
	
	

	    樹園地    
	
	
	
	
	
	
	
	

	    牧草地    
	
	
	
	
	
	
	
	

	      計      
	Ａ
	
	
	
	
	
	
	Ｂ

	営農再開実績　＝　Ｂ÷Ａ　＝　　　　　％


	


　注：営農再開面積（実績）の記入は、該当年度とそれ以前の年度を記入してください。
２　事業実施実績
（１）除染後農地の保全管理
	事業実施面積

（ha）
	事業の内容


	10a当たり単価

（円）
	事業費

（円）
	補助金

（円）


	
	
	
	
	

	計

	
	

	
	
	


　注：事業の内容は、事業対象面積ごとに除草、緑肥の栽培、用水路の清掃等を記入してください（複数記入することは可能ですが、「等」でくくらないようにしてください。）。
（２）鳥獣被害防止緊急対策
①　総括表

	事業内容

	事業費
（円）
	負担区分（円）
	備考

	

	
	
	補助金
	県費
	市町村費
	その他
	
	

	○被害防止活動の実施

1　推進体制の整備

2　個体数調整

3　被害防除

4　生息環境管理

5　特定活動

○鳥獣被害防止施設の整備
	
	
	
	
	
	
	

	計

	
	
	
	
	
	
	


注）１　負担区分の県費・市町村費欄には、事業実施に係る県費と市町村費の合計を記入する。
    ２　負担区分のその他欄には、事業実施に係る補助金、県費及び市町村費以外の額を記入する。
　　３　備考欄には、仕入れに係る消費税等控除相当額について、これを控除した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入する。
②　被害防止活動の実施実績

	
	対象

鳥獣
	対象

地域
	実施

時期
	内　容


	事業費

（円）
	負担区分（円）
	備考



	
	
	
	
	
	
	補助金
	県費
	市町村費
	その他
	

	1 推進体制の整備

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2 個体数調整

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3 被害防除


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4 生息環境管理


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5 特定活動


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注）１　負担区分の県費・市町村費欄には、事業実施に係る県費と市町村費の合計を記入する。
２　負担区分のその他欄には、事業実施に係る補助金、県費及び市町村費以外の額を記入する。
３　「1 推進体制の整備」の内容欄には、協議会等の活動について、開催年月日、会議名及び活動内容を記入すること
４　「2 個体数調整」の取組として、狩猟免許取得の支援を行った場合には、内容欄に、所属機関の名称、免許の種類、取得人数及び活動内容を記入すること。
５　「3 被害防除」の取組として、現場指導者の育成を行った場合には、内容欄に、所属機関の名称、育成人数及び活動内容を記入すること。
６　「5 特定活動」の取組として、大規模緩衝帯の整備を行った場合には、内容欄に伐採率等を記し、整備範囲、農地等の防止対象区域がわかるような地図、規模決定根拠となる資料、管理規定等を添付すること。
７　「5 特定活動」の取組として、誘導捕獲柵わなの整備を行った場合には、整備内容、設置場所の規模（設置数）、仕様図など決定根拠となる資料、管理規定等を添付すること。
③　鳥獣被害防止施設の整備

 ａ．施設整備地域の地域指定状況

	市町村名


	整備地域


	地域指定状況
	備　考


	 

	
	
	山村
	過疎
	特農
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　　（注）施設を整備する対象地域における地域の指定状況について、該当する区分欄に○印を記入すること。
 ｂ．鳥獣被害防止施設の整備計画

	対象鳥獣


	整備地域


	受益

戸数
	実施内容


	事業費

（円）
	負担区分（円）
	補助率


	備考



	
	
	
	
	
	補助金
	県費
	市町村費
	その他
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	     
	％
	

	計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


    （注）　侵入防止柵等の被害防止施設の設置場所が分かる地図、対象獣種及び柵の種類毎の１ｍ当たり単価、柵の仕様の分かる資料、導入資材の内訳及び事業費の内訳の分かる資料等を添付すること。
④　その他

　上記のほか、適宜、以下の書類を添付すること。

　（１）協議会等の規約、定款、寄付行為等及び収支予算（又は収支決算）

　（２）関係団体へ委託する場合は、その委託契約書（案）（又は写し）

　（３）実績報告の際は、支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し

　（４）上限単価の地域特認に係る報告がある場合には、当該事業の内容がわかる資料

（３）放れ畜対策
	対象市町村

	対象畜種

	実施時期

	事業内容

	事業費

（円）
	補助金

（円）

	
	
	
	
	
	

	計

	
	

	
	
	


　注：事業の内容は、実施要綱第４の１の（３）の別記３の別表２に掲げる事業内容ごとに記入してください（複数記入することは可能ですが、「等」でくくらないようにしてください。）。
（４）営農再開に向けた作付実証
	事業実施面積

（ha）
	事業内容

	10a当たり単価

（円）
	事業費

（円）
	補助金

（円）

	
	（実証品目・面積）【記載例】○○を○ha、△△を△ha。
（実証の内容）
	
	
	

	計

	
	

	
	
	


　注：事業内容は、複数記入することは可能ですが、「等」でくくらないようにしてください。
（５）避難からすぐに帰還しない農家の農地を管理耕作する者への支援
	事業項目

	事業実施面積

（ha）
	事業内容

	10a当たり単価

（円）
	事業費

（円）
	補助金

（円）

	農業機械のリース

	
	（作付品目・面積）
　【記載例】○○を○ha、△△を△ha。
（導入機械名・台数）
　【記載例】○○を○台、△△を△台。
	
	
	

	農地の管理

	
	（作付品目・面積）
　【記載例】○○を○ha、△△を△ha。
	
	
	

	計

	
	

	
	
	


　注：事業内容は、複数記入することは可能ですが、「等」でくくらないようにしてください。
（６）放射性物質の交差汚染防止対策
	事業項目


	事業量

（対象台数、戸数）
	事業内容


	単価

（円）
	事業費

（円）
	補助金

（円）

	農機具等の交差汚染防止対策

	
	（対象品目）
（農機具の種類及び実施内容）

	
	
	

	交差汚染防止対策の効果的な実施体制の整備

	
	（対象品目）
（指導の内容）

	
	
	

	計

	
	

	
	
	


　注１：事業の内容は、農機具ごとの対象台数、交差汚染防止対策の指導内容ごとの対象戸数等を記入してください（複数記入することは可能ですが、「等」でくくらないようにしてください。）。
　注２：単価は、農機具等の交差汚染防止対策については１台当たりの単価、交差汚染防止対策の効果的な実施体制の整備については事業費の内訳を記入してください。
（７）新たな農業への転換支援
　①土地利用型作物
	事業項目

	事業実施面積

（ha）
	事業内容

	10a当たり単価

（円）
	事業費

（円）
	補助金

（円）

	農業機械のリース

	
	（作付品目・面積）
　【記載例】○○を○ha、△△を△ha。
（導入機械名・台数）
　【記載例】○○を○台、△△を△台。
	
	
	

	整地等

	
	（作付品目・面積）
　【記載例】○○を○ha、△△を△ha。
（作業の内容）

	
	
	

	計

	
	

	
	
	


　注：事業内容は、複数記入することは可能ですが、「等」でくくらないようにしてください。
　②園芸作物
	事業項目


	事業実施面積

（a）
	事業内容


	事業費

（円）
	補助金

（円）

	園芸用施設のリース

	
	（作付品目・面積）
　【記載例】○○を○a、△△を△a。
（導入施設名・棟数）
　【記載例】○○を○棟（養液栽培施設一式）、△△を△棟。
	
	

	生産資機材

	
	 （作付品目・面積）
　【記載例】○○を○a、△△を△a。
 （導入資材名・数量）
　【記載例】土壌改良剤を○Kg、△△を△袋。
	
	

	計

	
	

	
	
	


　注：事業内容は、複数記入することは可能ですが、「等」でくくらないようにしてください。
（８）水稲の作付再開支援
	事業実施面積

（ha）
	事業の内容


	10a当たり単価

（円）
	事業費

（円）
	補助金

（円）

	
	
	
	
	

	計

	
	

	
	
	


　注：事業の内容は、事業対象面積ごとに代かき、畦畔の修復を記入してください。
（９）放射性物質の吸収抑制対策
	事業項目


	事業実施面積

（ha）
	事業内容


	10a当たり単価

（円）
	事業費

（円）
	補助金

（円）

	放射物質の収抑制策

	吸収抑制資材の施用


	
	（対象品目）
（資材の名称及び使用数量）
	
	
	

	
	品目･品種転換


	
	（対象品目）
（作業の内容）
	
	
	

	
	改植・剪定等


	
	（対象品目）
（作業の内容）
	
	
	

	
	反転耕・深耕


	
	（対象品目）
（作業の内容）
	
	
	

	放射性物質の吸収抑制対策の効果的な実施体制の整備
	
	（対象品目）
（分析・指導等の内容）
	
	
	

	計

	
	

	
	
	


　注１：放射性物質の吸収抑制対策については、対象品目別に実施面積と対象資材を記入してください。
　注２：放射性物質の吸収抑制対策の効果的な実施体制の整備については、事業実施戸数又は検体数での表記も可。なお、その場合には、単価欄に事業費の内訳を記入してください。
　注３：吸収抑制対策の事業効果を検証した場合は、調査結果を添付すること。
（10）特認事業（特認事業の実施には、あらかじめ農林水産省との協議が必要です。）
	事業実施面積

（ha）
	事業内容

	10a当たり単価

（円）
	事業費

（円）
	補助金

（円）

	
	
	
	
	

	計

	
	

	
	
	


３　事業費総括表
	
	事業費（円）
	補助金（円）
	備考

	除染後農地の保全管理
	
	
	

	鳥獣被害防止緊急対策
	
	
	

	放れ畜対策
	
	
	

	営農再開に向けた作付実証
	
	
	

	避難からすぐに帰還しない農家の農地を管理耕作する者への支援
	
	
	

	放射性物質の交差汚染防止対策
	
	
	

	新たな農業への転換支援
	
	
	

	水稲の作付再開支援
	
	
	

	放射性物質の吸収抑制対策
	
	
	

	特認事業

	
	
	平成○年○月○日付けで事業実施計画承認通知受領

	計

	
	
	


